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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

回次
第23期
第２四半期
累計期間

第24期
第２四半期
累計期間

第23期

会計期間
自　平成25年６月１日
至　平成25年11月30日

自　平成26年６月１日
至　平成26年11月30日

自　平成25年６月１日
至　平成26年５月31日

売上高 (千円) 265,264 239,957 627,366

経常利益又は
経常損失（△）

(千円) △17,781 △25,779 9,765

当期純利益又は
四半期純損失（△）

(千円) △17,781 △25,803 8,728

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 363,950 363,950 363,950

発行済株式総数 (株) 1,780,000 1,780,000 1,780,000

純資産額 (千円) 1,025,896 1,023,363 1,052,732

総資産額 (千円) 1,123,085 1,116,725 1,161,649

１株当たり当期純利益
金額又は四半期純損失
金額（△）

(円) △11.18 △16.23 662.04

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 2.50

自己資本比率 (％) 91.3 91.6 90.6

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） △99,802 △18,627 960

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） 74,214 1,033 6,479

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） △4,013 △4,010 △4,044

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（千円） 59,453 70,844 92,449
 

 

回次
第23期
第２四半期
会計期間

第24期
第２四半期
会計期間

会計期間
 自　平成25年９月１日
至　平成25年11月30日

 自　平成26年９月１日
至　平成26年11月30日

１株当たり四半期純利
益金額

（円） 5.33 13.36
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(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成していないため、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社の利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性が乏

しいため、記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第２四半期累計期間(平成26年６月１日から平成26年11月30日まで)におけるわが国経済は、政府の経済政策や

日銀の金融緩和の効果もあり、企業収益は緩やかな回復基調にありますが、消費税引き上げ後の個人消費の回復の

遅れや急激な円安による原材料価格の高騰等、依然として不透明な状況で推移いたしました。

当社を取り巻く環境につきましては、地方自治体等の予算執行により公共投資は総じて堅調に推移しております

が、その一方で業者間の受注獲得競争の激化及び集中する予算執行時期に対応するための納期管理や技術者の確保

等、引き続き厳しい状況が続いております。

このような事業環境のもと、当社は、引き続き防災・防犯関連を重点分野として全国の地方自治体を対象に案件

開拓に努めました。

以上の結果、当第２四半期累計期間の売上高については、当四半期までに納期となる受託開発案件が少なかった

ことから受託開発売上が減少したため、239,957千円（前年同四半期比9.5％減）となりました。

利益面では、売上総利益率は前年同四半期比で1.4ポイント改善したものの売上高の減少により、営業損失29,739

千円（前年同四半期は営業損失20,370千円）、経常損失25,779千円（前年同四半期は経常損失17,781千円）、四半

期純損失25,803千円（前年同四半期は四半期純損失17,781千円）となりました。

なお、当社事業は顧客の決算期である３月に売上計上される受注が多いため、第４四半期会計期間に売上高が偏

重する傾向があることから、各四半期の業績に季節変動があります。

また、当社は地理及び位置情報事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 

(2) 財政状態の分析

当第２四半期会計期間末における総資産は、1,116,725千円となり、前事業年度末と比較して44,923千円の減少と

なりました。これは主に、仕掛品が13,941千円、投資有価証券が31,498千円増加した一方で、現金及び預金が

61,607千円、売掛金が30,770千円減少したことによるものであります。

負債は、93,361千円となり、前事業年度末と比較して15,555千円の減少となりました。これは主に、買掛金が

13,192千円減少したこと等によるものであります。

純資産は、1,023,363千円となり、前事業年度末と比較して29,368千円の減少となりました。これは主に、四半期

純損失の計上や配当金の支払により利益剰余金が減少したことによるものであります。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前事業年度末に比べて21,604

千円減少し、70,844千円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期累計期間において営業活動の結果支出した資金は、18,627千円（前年同四半期比81,175千円減）

となりました。これは主に、税引前四半期純損失が25,803千円あったことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期累計期間において投資活動の結果獲得した資金は、1,033千円（前年同四半期比73,180千円減）と

なりました。これは主に、定期預金の払戻による収入が115,000千円あった一方で、定期預金の預入による支出が

75,000千円、投資有価証券の取得による支出が30,885千円あったことによるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期累計期間において財務活動の結果支出した資金は、4,010千円（前年同四半期比2千円減）となり

ました。これは、配当金の支払によるものであります。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期累計期間における研究開発活動の金額は、5,788千円であります。

なお、当第２四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 4,500,000

計 4,500,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成26年11月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年1月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,780,000 1,780,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数
100株

計 1,780,000 1,780,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年９月１日～
平成26年11月30日

― 1,780,000 ― 363,950 ― 353,450
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(6) 【大株主の状況】

平成26年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ディキャピタル 大阪府大阪市北区堂島２丁目２番２号 128,000 7.19

近　藤　浩　代 兵庫県西宮市 110,000 6.18

宮　崎　正　伸 大阪府泉大津市 92,000 5.17

岡　本　茂　明 兵庫県神戸市灘区 75,000 4.21

西　岡　淳 兵庫県宝塚市 56,000 3.15

BARCLAYS BANK PLC SINGAPORE -
CLIENT　AC - NON　JAPANESE
RESIDENTS
（常任代理人 シティバンク銀行
株式会社）

1 CHURCHILL PLACE LONDON E14 5HP UK
 
（東京都新宿区新宿６丁目27番30号）

44,000 2.47

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１丁目４番地 42,300 2.38

株式会社SBI証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 32,400 1.82

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 28,500 1.60

徳　永　道　太 兵庫県神戸市東灘区 21,600 1.21

計 ― 629,800 35.38
 

(注) 　上記のほか当社所有の自己株式 189,856株（10.67％）があります。

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成26年11月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ―

議決権制限株式(その他) ─ ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式　 189,800 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,589,700 15,897 ―

単元未満株式 普通株式　  　500 ― ―

発行済株式総数 1,780,000 ― ―

総株主の議決権 ― 15,897 ―
 

 

② 【自己株式等】

  平成26年11月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ドーン
神戸市中央区磯上通
２丁目２番21号

189,800 ─ 189,800 10.66

計 ― 189,800 ─ 189,800 10.66
 

 

EDINET提出書類

株式会社ドーン(E05289)

四半期報告書

 7/18



 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成26年９月１日から平成26年

11月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成26年６月１日から平成26年11月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社を有していないため、四半期連結財務諸表を作成しておりません。　
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年５月31日)
当第２四半期会計期間
(平成26年11月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 518,776 457,168

  売掛金 136,061 105,291

  有価証券 68,794 79,696

  仕掛品 9,428 23,369

  貯蔵品 10,140 5,008

  その他 18,498 20,975

  貸倒引当金 △136 △105

  流動資産合計 761,563 691,404

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 1,102 1,025

   工具、器具及び備品（純額） 2,586 2,256

   有形固定資産合計 3,688 3,282

  無形固定資産   

   ソフトウエア 2,427 2,237

   その他 528 230

   無形固定資産合計 2,956 2,468

  投資その他の資産   

   投資有価証券 330,814 362,312

   関係会社株式 3,400 3,400

   その他 59,227 53,857

   投資その他の資産合計 393,441 419,570

  固定資産合計 400,086 425,321

 資産合計 1,161,649 1,116,725
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年５月31日)
当第２四半期会計期間
(平成26年11月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 26,993 13,801

  未払法人税等 1,473 702

  未払消費税等 7,889 5,046

  賞与引当金 - 6,470

  その他 37,719 32,880

  流動負債合計 74,076 58,901

 固定負債   

  長期未払金 27,430 27,430

  その他 7,410 7,030

  固定負債合計 34,840 34,460

 負債合計 108,917 93,361

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 363,950 363,950

  資本剰余金 353,450 353,450

  利益剰余金 366,961 337,182

  自己株式 △36,618 △36,618

  株主資本合計 1,047,743 1,017,964

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 4,988 5,399

  評価・換算差額等合計 4,988 5,399

 純資産合計 1,052,732 1,023,363

負債純資産合計 1,161,649 1,116,725
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成25年６月１日
　至 平成25年11月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年６月１日
　至 平成26年11月30日)

売上高 ※2  265,264 ※2  239,957

売上原価 173,045 153,213

売上総利益 92,218 86,744

販売費及び一般管理費 ※1  112,589 ※1  116,484

営業損失（△） △20,370 △29,739

営業外収益   

 受取利息 183 185

 受取配当金 9 10

 有価証券利息 2,216 2,244

 助成金収入 - 1,386

 その他 179 134

 営業外収益合計 2,588 3,960

経常損失（△） △17,781 △25,779

特別損失   

 固定資産除却損 0 24

 特別損失合計 0 24

税引前四半期純損失（△） △17,781 △25,803

四半期純損失（△） △17,781 △25,803
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成25年６月１日
　至 平成25年11月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年６月１日
　至 平成26年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純損失（△） △17,781 △25,803

 減価償却費 1,423 1,177

 固定資産除却損 0 24

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 45 △30

 賞与引当金の増減額（△は減少） 6,483 6,470

 受取利息及び受取配当金 △192 △195

 有価証券利息 △2,216 △2,244

 売上債権の増減額（△は増加） △45,780 30,770

 たな卸資産の増減額（△は増加） △29,784 △8,809

 仕入債務の増減額（△は減少） △11,641 △13,192

 未払金の増減額（△は減少） 109 1,153

 預り金の増減額（△は減少） 842 484

 未払消費税等の増減額（△は減少） △2,727 △2,842

 前受収益の増減額（△は減少） △3,495 △6,705

 その他 2,531 △539

 小計 △102,184 △20,284

 利息及び配当金の受取額 2,307 2,292

 法人税等の支払額 △1,045 △1,202

 法人税等の還付額 1,119 566

 営業活動によるキャッシュ・フロー △99,802 △18,627

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 - △75,000

 定期預金の払戻による収入 65,000 115,000

 有価証券の取得による支出 - △21,133

 有価証券の償還による収入 30,000 10,000

 有形固定資産の取得による支出 △647 △209

 投資有価証券の取得による支出 △20,000 △30,885

 関係会社株式の取得による支出 △3,400 -

 貸付金の回収による収入 3,261 3,261

 投資活動によるキャッシュ・フロー 74,214 1,033

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 配当金の支払額 △4,013 △4,010

 財務活動によるキャッシュ・フロー △4,013 △4,010

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △29,601 △21,604

現金及び現金同等物の期首残高 89,054 92,449

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  59,453 ※  70,844
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

該当事項はありません。

 

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第２四半期累計期間
(自　平成26年６月１日
至　平成26年11月30日)

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しておりま

す。
 

 

(四半期損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
(自　平成25年６月１日
至　平成25年11月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成26年６月１日
至　平成26年11月30日)

給料手当 52,788千円 54,620千円

賞与引当金繰入額 2,613千円 2,610千円
 

 

※２ 売上高の季節的変動

前第２四半期累計期間(自　平成25年６月１日　至　平成25年11月30日)及び当第２四半期累計期間(自　平成26年６

月１日　至　平成26年11月30日)

当社事業は、顧客の決算期である３月に売上計上される受注が多いため、第４四半期会計期間に売上高が偏重す

る傾向があることから、各四半期の業績に季節的変動があります。

 
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係　

 
前第２四半期累計期間
(自　平成25年６月１日
至　平成25年11月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成26年６月１日
至　平成26年11月30日)

現金及び預金勘定 420,783千円 457,168 千円

有価証券勘定 43,786千円 79,696 千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △375,000千円 △400,000 千円

償還期間が３ヶ月を超える債券等 △30,117千円 △66,019 千円

現金及び現金同等物 59,453千円 70,844 千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自　平成25年６月１日　至　平成25年11月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年８月28日
定時株主総会

普通株式 3,975 2.50 平成25年５月31日 平成25年８月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

 

当第２四半期累計期間(自　平成26年６月１日　至　平成26年11月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年８月27日
定時株主総会

普通株式 3,975 2.50 平成26年５月31日 平成26年８月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

 

(持分法損益等)

当社が有している関連会社は、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載

を省略しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は地理及び位置情報事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第２四半期累計期間
(自　平成25年６月１日
至　平成25年11月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成26年６月１日
至　平成26年11月30日)

１株当たり四半期純損失金額 11円18銭 16円23銭

（算定上の基礎）   

　四半期純損失金額(千円) 17,781 25,803

　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　普通株式に係る四半期純損失金額(千円) 17,781 25,803

　普通株式の期中平均株式数(株) 1,590,144 1,590,144
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

平成27年１月13日

株式会社ドーン

取締役会  御中

　東陽監査法人
 

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　橋　　田　　光　　正　　印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　川　　越　　宗　　一　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ドーン

の平成26年６月１日から平成27年５月31日までの第24期事業年度の第２四半期会計期間(平成26年９月１日から平成26年

11月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成26年６月１日から平成26年11月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ドーンの平成26年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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